









られた原審（京都地判平成 27 年 1 月 21 日〔平成 26 年（ワ）第 116 号〕，判時第 2267 号 83 頁）
から一転して，被控訴人の主張が認容されなかった事案（大阪高判平成 28 年 2 月 25 日〔平成

















販売している。しかし，Y商品はいずれも薬事法（現在は薬機法）第 2条第 1項第 1号に規定










そこで，平成 25 年 10 月 11 日に，クロレラ研究会は Yの会社組織の一部に過ぎないから，
研究会チラシを作成し配布したのは Y自身であることを前提にして，研究会チラシが Y商品の




















くとも平成 27 年 1 月 22 日以来，Yもクロレラ研究会も，原審で審理対象とされた研究会チラ
シ（原判決別紙 1の 2（1）から（4）までに記載された表現が含まれるもの）の配布を一切行っ
ていないことが認められる。また，同様に，平成 23 年 2 月 21 日から同年 10 月 4 日までに配
布されたことのある，原判決別紙 1の 2（1）から（4）までに記載された表現を含むチラシ（甲






Y名義のチラシを配布していることを踏まえると，「少なくとも平成 26 年 6 月 2 日以前の研究
会チラシの配布主体は Yであったと認めるのが相当である」。
（2）争点 2（景表法第 10条第 1項第 1号に基づく請求）








何らの指摘もないこと）によれば，遅くとも平成 27 年 1 月 22 日以来，Yもクロレラ研究会も，
原審で審理対象とされた研究会チラシ（原判決別紙 1の 2（1）から（4）までに記載された表
現が含まれるもの）の配布を一切行っていないことが認められる。また，同様に，平成 23 年
2 月 21 日から同年 10 月 4 日までに配布されたことのある，原判決別紙 1の 2（1）から（4）




































（3）争点 3（消費者契約法第 12条 1項及び第 2項に基づく請求）
消費者契約法第 12 条第 1項では，「適格消費者団体は，事業者等が，消費者契約の締結につ
いて勧誘をするに際し，不特定かつ多数の消費者に対して，同法 4条 1項から 3項までに規定
する行為（同条 1項 1 号の不実告知を含む。）を現に行い，又は行うおそれがあるときは，そ
の事業者等に対し，当該行為の停止若しくは予防又は当該行為に供した物の廃棄若しくは除去
その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとることを請求することができる旨を定









































は，1．研究会チラシは誰が配布したのか，2．景表法第 10 条第 1項第 1号に基づく請求が妥

















ように，こうした不当勧誘行為は第 4条第 1項から第 3項に規定されている（「不実告知」「断
定的判断の提供」「不利益事実の不告知」「不退去」「退去妨害」）。但し，これらの勧誘行為に
該当しても，「民法及び商法以外の他の法律の規定によれば当該行為を理由として当該消費者

















とになった6。平成 21 年 9 月 1 日に，消費者庁が設置されると，食品表示一元化検討会のもと，
平成 24 年 8 月 9 日に，『食品表示一元化検討会報告書』7 が公表された。この報告書の公表後，





































































最後に，適格消費者団体による差止請求は景表法第 10 条第 1項第 1号（現行法では第 30 条
第 1項第 1号）に規定されている。これは，平成 20 年 5 月 2 日の「消費者契約法等の一部を
神　坂　亮　一
52
改正する法律」（平成 20 年法律第 29 号）によって定められることになった。特に，多くの消
費者が不当表示による被害を受けていることに鑑みて，行政機関による執行を強化するだけで
は限界もある17 ことから，不当表示を排除する仕組みを複線化して，その速やかな排除と抑止








くとも平成 26 年 6 月 2 日以前の研究会チラシの配布主体は Yであったと認めるのが相当であ


































































































で Yが優良誤認表示を行うおそれなしと判断しているのであろうか。特に，消契法第 12 条第
1項における「特段の事情」を斟酌した上で，当該表示行為を行うおそれがないことを示す必
要があったのではないだろうか。


















































































































3–4 号（2017 年）77 頁以下に接したが，本稿では十分参照できなかったことをお詫び申し上げたい。なお，
平成 29 年 1 月 24 日に，最高裁判決（平成 29 年 1 月 24 日第三小法廷判決）（http://www.courts.go.jp/
app/files/hanrei_jp/454/086454_hanrei.pdf）が出された。最高裁は，「勧誘」の要件に関して，「事業者
等による働きかけが不特定多数の消費者に向けられたものであったとしても，そのことから直ちにその働
きかけが法 12 条 1 項及び 2項にいう「勧誘」に当たらないということはできないというべきである。」と
判示したので，消費者契約法の改正にも大きな影響を及ぼすことになるように思われる。特に，消費者契




 1 原審の評釈として，大高友一・志部淳之介「判評」法律のひろば第 68 巻第 6号（2015 年）48 頁以下，
伊吹健人「判評」消費者法ニュース第 103 号（2015 年）143 頁以下，小畑徳彦「審決・判例評釈」公
正取引第 775 号（2015 年）56 頁以下，山口由紀子「判評」現代消費者法第 29 号（2015 年）89 頁以下，
窪幸治「判評」総合政策（岩手県立大学）第 17 巻第 2号（2016 年）241 頁以下がある。
 2 控訴審の紹介・評釈として，編集部「消契法の「勧誘」に新聞折込チラシ配布行為が含まれないとし
た判決―サン・クロレラ販売事件控訴審」NBL第 1071 号（2016 年）103 頁以下，鵜瀞惠子「審決・
判例評釈」公正取引第 789 号（2016 年）83 頁以下がある。
 3 差止請求権の根拠に関する研究として，根本尚徳『差止請求権の理論』（有斐閣・2012 年）がある。
 4 後藤巻則・齋藤雅弘・池本誠司著『条解　消費者三法』（弘文堂・2015 年）122 頁。
 5 食品表示制度の変遷に関しては，三上伸治「社会情勢の変化に対応した食品表示制度について」公正
取引第 785 号（2016 年）60 頁以下を参照されたい。
 6 石川直基「食品表示法成立の経緯と今後の制度上の・運用上の課題」現代消費者法第 21 号（2013 年）
11 頁から 12 頁。
 7 http://www.caa.go.jp/foods/pdf/120809_1.pdf（平成 29 年 2 月 3 日確認）
 8 石川・前掲注（6）20 頁。





品」に関する消費者取引の適正化」国民生活研究第 48 巻第 3号（2009 年）70 頁以下を参照されたい。
11 これに関しては，玉川淳「食品の機能性表示に関する規制と表現の自由（1）」三重大学法経論叢第 27
巻第 1号（2009 年）6頁から 12 頁を参照されたい。












14 昭和 35 年 7 月末に，東京都衛生局に，缶詰にハエが入っているとの通報があり，同衛生局による立
入調査が行われた。しかし，この調査とは別に，市販の牛肉の大和煮等と表示されている缶詰の大部
分に馬肉や鯨肉が混入されていて，牛肉の缶詰を 100％使用しているのは全国で僅か 2社であったと
ことが判明した（真渕博『景品表示法 第 4版』〔商事法務・2015 年〕7頁）。
15 景表法の成立過程に関しては，真渕・前掲注（14）6 頁から 37 頁に詳しい。
16 更に，平成 26 年には，「不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法律」（法律第 118 号）が
可決・成立し，課徴金制度が盛り込まれた。この経緯に関しては，真渕博「改正景品表示法における
課徴金制度（本年 4月 1日施行）に関する政令・内閣府令・ガイドラインの解説」公正取引第 785 号
（2016 年）2 頁以下，課徴金制度の評価と課題に関しては，山口由紀子「課徴金制度の導入に伴う改
正景品表示法の評価と課題」公正取引第 785 号（2016 年）20 頁以下を参照されたい。


















































35 芦部信喜『憲法学Ⅲ 人権各論（1）［増補版］』（有斐閣・2000 年）314 頁。






もある（橋本公亘『憲法』〔青林書院新社・1975 年〕221 頁から 222 頁）。なお，わが国の広告活動の




























（36）160 頁から 161 頁に詳しい。
46 判タ第1339号95頁以下。特に，判例研究として，城内明「金利スワップ契約における銀行の説明義務」




49 千葉剛「健康食品・サプリメントの機能とリスク」現代消費者法第 21 号（2013 年）34 頁から 35 頁。
50 千葉・前掲注（49）35 頁。
51 Jeremy Sugarman, Informed consent, Shared decision-making, and Complementary and Alternative 
Medicine, The Journal of Law, Medicine & Ethics, 31（2003）pp. 247–250.
52 神坂亮一「断食道場事件」『医事法判例百選　第 2版』（有斐閣・2014 年）181 頁。特に，「天然」及
び「自然」といった表示の規制に関する論考として，内田耕作『広告規制の研究』（成文堂・1982 年）
325 頁以下がある。






お，この事件の評釈として，手嶋豊「判決紹介」年報医事法学第 25 号（2010 年）112 頁以下がある。
手嶋教授は，有識者の注意義務の水準が「最高の知識と技術」のように医療水準より高い水準が求め
られるとしたことに関して，「健康食品は医学的必要性があって摂取するものではなく，健康改善の
63
健康食品クロレラ広告配布差止等請求事件
ために選択するものである以上，選択を助ける実質が必要で，その結果として限界が高められている」
と指摘し，更に，「不十分な調査のもとに宣伝の権威づけにしかならない内容の解説を行うことは，
専門家の職務執行のあり様として不適切であることになる。」と述べられる。また，広告に芸能人な
どの有名人を起用した場合（体験談を寄せる場合も含めて）の法的責任（例えば，滝沢昌彦「詐欺的
商法と広告出演者の責任」『消費者法判例百選』〔有斐閣・2010 年〕32 頁以下）や不当な広告を掲載
した新聞社の法的責任（特に，山田卓生「不当広告と広告掲載新聞社の責任」『消費者法判例百選』〔有
斐閣・2010 年〕30 頁以下）も併せて検討していく必要があるように思われる。
